長建協発第２９号
平成２０年４月１４日
各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保に関する法律の施行について
　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」（平成１９年法律第６６号。以下「住宅瑕疵担保履行法」という。）は平成１９年５月３０日に、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律施行令」（平成１９年政令第３９５号）は同年１２月２７日に、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律施行規則」（平成２０年国土交通省令第１０号）及び「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律施行規則第３条第３号及び第１４条第３号の規定に基づき、住宅建設瑕疵担保保証金又は住宅販売瑕疵担保保証金に充てることができる社債券その他の債権を定める告示」（平成２０年国土交通省告示第３４５号）は本年３月２４日に、それぞれ公布され、いずれも保険法人（住宅瑕疵担保履行法第１７条第１項に規定する保険法人をいう。）の指定に関する規定は本年４月１日から、建設業者に関する義務規定は平成２１年１０月１日から施行されることとなっております。
　また、これに伴い、建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）が改正され、平成２１年１０月１日から施行されます。

　つきましては、法令の遵守に遺漏なきを期するよう、全建を通じ国土交通省総合政策局建設業課長より別添のとおり周知・徹底依頼がまいっておりますので、貴支部会員へご周知・徹底方よろしくお願い申し上げます。
